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論 説
前241年から前219年までのローマの法律




















(１) Rotondi,G.,Leges publicae populi romani (1912)
















































































































































































(７) De Sanctis,G.,Storia dei Romani 3-1(1916),396??.
(８) Meyer,Ed.,Kleine Schriften 2(1924),383?.
(９) Pol.3,10,1
(10) Sinn.Cap.apud Fest.430L.
(11) Broughton,T.R.S.,The Magistrates of the Roman Republic I (1951),221.
(12) Oros.4,12,2.
(13) Broughton,op. cit.,223.
(14) Ta?ubler,E.,Vorgeschichte des zweiten punischen Kriegs (1921),20;32ff.
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(18) 法律を専門とする文献のみを上げれば、Paananen, U., Legislation in the
 
comitia centuriata,in Senatus populusque romanus (1993),33;Elster,op. cit.,
168f.なお、本事例は Rotondi,op. cit.には上げられていない。
(19) とりわけ、Walbank,F.W.,Roman Declaration of War in the Third and
 
Second Centruies, in CPh 44(1949),15ff.cf.McDonald,A.H. and Walbank,
The Origins of the Second Macedonian War,in JRS 27(1937),192ff.;Walbank,
A Note on the Embassy of Q.Marcius Philippus,in JRS 31(1941),86ff.なお、
古い宣戦布告の手続は原田、前稿、Ⅰ-1タレントゥムとの開戦を定める法律を参
照。
(20) 文献については、さしあたり、Rich, J. W., Declaring War in the Roman
 
Republic in the Period of Transmarine Expansion (1976),59?参照。
(21) Rich,op. cit.,56ff.
(22) Rich, op. cit., 66; 70f. なお、Harris, W. V., War and Imperialism in
 












































































(30) 227年のプラエトル就任者およびその管轄については、Broughton, op. cit.,
229参照。
(31) Niccolini,G.,I fasti dei tribuni della plebe(1934),88f.


































Flaminium qui legem agrariam .....tribunus plebis
(38)
tulerit)」とし、法律の提






































144頁以下参照。また、Vishnia,R.F.,State,Society,and Popular Leaders in Mid-




































R.,Massilian Diplomacy before the Second Punic War,in AJPh 69(1948),10f.;
Cassola,F.,I guruppi politici romani nel III secolo a.C.(1962),209ff.;Vishnia,
op. cit.,32ff.参照。想定される党派関係はそれぞれの見解で異なっている。
(45) 後出Ⅲ-2C.フラーミニウスに凱旋式を認める法律を参照。
(46) さしあたり、Broughton,op.cit.,235f.;Suolahti,J.,The Roman Censors.A
 





























(２) Kunkel,W./Wittmann,R.,Staatsordnung und Staatspraxis der ro?mischen
 
Republik. Zweite Abschnitt. Die Magistratur (1995),162f.
(３) Cloud, J. D., A Lex de ponderibus (Festus, p. 288L), in Athenaeum 73
(1985), 405ff.にフェストゥスのテクストの詳細な検討・校訂がある。また、




































































casus suprema tempestas esto）」と定められていたが、後に「プレブスの
トリブーヌス、M.プラエトーリウスが次のようなプレブス決議を提案し







praetor urbanus qui nunc est quiq.post hac fiat duo lictores apud se
 
habeto isq.supremam ad solem occasum iusq.inter ciues dicito.
(11) Plin.n. h.33,34.
(12) さしあたり、Forsythe,G.,A Critical History of Early Rome(2005),336ff.;
Hollander,D.B.,Money in the Late Roman Republic (2007),15ff.参照。
(13) Cens.24,3.
(14) RS II (1996),731による。
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praetor urbanus qui nunc est quique posthac fuat duo lictores apud se
 
habeto isque?usque> supremam ad solem occasum ius inter cives
 
dicito.




praetor urbanus qui nunc est quique posthac?factus erit>duo lictores
 













そして、十二表法で ‘suprema tempestas’は‘solis occasus’とされていた
が、この法律でこの両者の関係に何らかの変更が生じたらしい、というこ
とが想像できる。実際、ケンソーリヌスのこの箇所は‘suprema’という言
(15) Crook, A. J., in RS II,731.なお、Crook, Lex Plaetoria (FIRA no.3), in
 
Athenaeum 72(1984),595の仮説的法文再構成は次の通り。‘praetor urbanus qui
 
nunc est quique posthac factus erit duo lictores apud se habeto iusque ad
 










‘supremus’であると命じる（lex Plaetoria id quoque tempus esse iubet
 




















るものという可能性を指摘する。Brennan,T.C.,The Praetorship in the Roman
 


































(19) Rotondi,op. cit.,245f.;Niccolini,op. cit.,396;De Martino,F.,Storia della
 




























































Qua de re lege L. Papiri tribuni plebis sanctum est his verbis:
Quicumque praetor post hoc factus erit,qui inter cives ius dicet,tres
 
viros capitales populum rogato;hique tres viri?capitales>quicumque
?posthac fa>cti erunt, sacramenta ex?igunto> iudicantoque, eodem-







(26) Botsford,op. cit.,342?は、前注（18）の Langeの見解にしたがった結果なの
か、227年に制定されたとする。ただし、都市プラエトルの権限を定める法律とし、
プラエトルの定員増員には言及しない。














































































(32) Kunkel, Untersuchungen zur Entwicklung des ro?mischen Kriminalver-










































































(38) Zumpt,A.W.,Das Criminalrecht der ro?mischen Republik I-2(1867),122f.
(39) 前出Ⅱ-２都市プラエトルについてのプラエトーリウス法を参照。
(40) 史料はさしあたり Rotondi,op. cit.,312参照。
(41) この法律は、通常、242年～122年のものとされる。例えば、Rotondi, op. cit.,







































































(46) Broughton, op. cit.,235f.;Cram, R.V., The Roman Censors, in Harvard
 
Studies in Classical Philology51(1940),89;Suolahti,op. cit.,303.
(47) Liv.22,25,3;22,25,10f.;22,25,16.本稿はこの法律を検討対象とはしない。
(48) Willems,P.G.H.,Le se?nat de la re?publique romaine.Sa composition et ses
 
attributions I(1883),343;Bleicken,Das Volkstribunat der klassischen Republik?
(1968),31f.;32?;Sauerwein,I.,Die leges sumptuariae als ro?mischen Maßnahme
 
gegen den Sittenverfall (1970),37;37?;Scullard,H.H.,Roman Politics 220-150
 
B.C.?(1973),48?.なお、217年説が有力説といえよう。この年代を支持する文献と
して他に Rotondi,op. cit.,252;Botsford,op. cit.,338がある。











































































Niccolini,op.cit.,91;Bleicken,op.cit.,31f.;id.,Lex Publica.Gesetz und Recht
 



































































































































































































































































(３) Willems,Le se?nat de la re?publique romaine. Sa composition et ses attribu-
tions II (1885),467?.







































(11) De Sanctis,op. cit.,283.






(14) 例えば、De Martino,op. cit.,232;Kunkel/Wittmann,op. cit.,297f.;Bren-
nan,op. cit.,91ff.;Elster,op. cit.,179はそのような法律を想定しない。
早法87巻３号（2012）728
おわりに
これまで、241年から219年までに成立した可能性のある法律および研究
者がこの時期に制定されたと想定する法律について検討してきた。以下で
はこれまでの検討を総括しこの時期の法律のあり方について取り纏めるこ
ととしたい。けれども、史料状況の故に、史料に伝わる法律は８しかな
く、信憑性を持ち年代も確定できる法律は僅か２つだけである。こうした
状況でこの時期の法律のあり方を総括するのはほとんど不可能であろう。
したがって、以下の検討は仮説的なものでしかないことを留意いただきた
い。
この時期の法律として確定できるものが２例しかないため、これに基づ
く一般化はほとんど意味のない作業であろう。ただし、前稿で検討した結
果と比較すれば、戦争に関わる法律が１例しかないことに気
(１)
づく。他の開
戦に関わる法律もあったろうが、それらは伝わらなかった。他方、前稿で
検討した時期にはとりわけ重要な戦争（ピュロス戦争、第１次ポエニ戦争）
が生じた。それ故、これら重要な戦争に関わる法律が前稿で扱った時期を
伝える伝承に含まれたと考えるべきであろう。
戦争に関わる法律はⅠ-１カルタゴとの開戦を定める法律およびⅢ-１イ
リュリアとの開戦を定める法律と２つあるが、後者は信憑性につき慎重に
対処すべきものであった。遠く離れたギリシアの地で勃発した戦闘行為に
際し、国民の決定を経ずして戦争に突入するという事態が生じたのであろ
う。これは第１次ポエニ戦争開始の
(２)
状況と同様である。他方、カルタゴに
たいする戦争決定は、カルタゴに戦争を行う余力がないことを見越したカ
(１) 287年から241年までの時期に信憑性を持ち年代も確定できる法律で戦争に関わ
る法律は６例、信憑性を持つが年代の確定できない法律は１例であった。原田、前
稿、「おわりに」を参照。
(２) 原田、前稿、Ⅳ-５カルタゴとの開戦を定める法律を参照。
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ルタゴへのブラフとも取れるもので、ローマにとっての余裕が通常の手続
を可能としたのであろう。どのように評価すべきかは措くとして、ローマ
人あるいはローマ支配階層は事態への柔軟な対応を示したのであろう。
信憑性を認められるが制定年代の不確定な法律に大きな特徴を見出せ
る。４例のうち３例が公職の権限に関わる。Ⅱ-１は定められた度量衡の
遵守を公職に要請し、故意に違反した公職に他の公職が罰金を科す権限を
定める。Ⅱ-２は、都市プラエトルのリクトルの数、そして、おそらくは
都市プラエトルが一定の刻限を告げる権限を定める。Ⅱ-３は、都市プラ
エトルが頭格犯罪についての３人委員選挙を主催する権限、そして、この
下級公職の何らかの権限について定める。
国家制度改革自体は法律の対象ではなかった。「はじめに」で見た、こ
の時期に生じたであろうケントゥリア改革を定める法律は存在しない。あ
るいは、プラエトルの定員増員についての法律も存在しない（前稿Ⅳ-６、
本稿Ⅳ-２）。したがって、法律は国家制度改革そのものは対象としなかっ
たが、国家制度改革によって生じた帰結についてはその対象とした、ある
いは、対象とするに至った、と考えられる。すなわち、プラエトル職の定
員増員によって都市プラエトルの権限に問題が生じ、都市プラエトルの権
限を法律によって確定したのである。前稿で検討した時期には公職の権限
というような国家制度を対象とする法律は存在しなか
(３)
った。そして、共和
政初期の200年間にも例外的にしか存在しなか
(４)
った。けれども、今やその
ような法律が現れるに至ったのである。
なぜこうした法律が現れたのか。これらの法律は制定年代も制定事情も
不確実であるから、この問題の解明は不可能である。いずれもプレブス決
議であるから、支配階層の成し遂げた国家制度改革にプレブスが介入し
た、このように論じることもできるかもしれない。けれども、提案者であ
(３) 原田、前稿、Ⅳ-３クアエストルの定員増員についての法律、Ⅳ-６外人係プラ
エトルを設置する法律、「おわりに」を参照。
(４) 原田、前掲書、100頁以下、132頁以下参照。
早法87巻３号（2012）730
るプレブスのトリブーヌスの政治的立場が支配階層に与するものか、それ
に対立するものか、不明である以上、こうした推論は思弁に留まる可能性
が高い。他方、筆者は共和政初期よりプレブス決議は国家全体に関わる問
題を扱ったと考
(５)
える。それゆえ、国家制度に関する立法を行う場合、それ
が支配階層による立法であっても、ノービリタース体制の確立を前提とし
て、共和政初期以来の伝統にしたがいプレブス決議が用いられたとも想定
できよう。いずれにせよ、このような法律が出来したという現象を確認す
るに留めざるを得ない。
以上の信憑性ある法律からさらに次の点が導ける。Ⅰの範疇の法律はす
べて「個別状況に結びつけられた法律」である。それは将来に亘って永続
的な規範を生み出すものではない。他方、Ⅱの範疇の法律は「規範を生み
出す法律」で
(６)
ある。内容の不確定なⅡ-４を除けば、それらの法律は、公
職は定められた度量衡に違反してはならない、都市プラエトルには2名の
リクトルが随伴すべきである、頭格犯罪についての３人委員の選挙は都市
プラエトルの主催の下で行われるべきである、と定める。これらは将来に
向けての法的規範を生み出すものであろう。こうした事柄はすでに実務と
して生じていたかもしれない。その限りでは既存の規範を確認するものか
もしれない。けれども、既存の規範を法的な規範に変え法的規範を生み出
すものであることは確認できよう。このように、「個別状況に結びつけら
れた法律」・「規範を生み出す法律」、この共和政初期以来の法律の範疇は
当該時期にも維持され続けたようである。
研究者は想定するが史料上の根拠のない法律について、僅か２例から一
般化する必要はなかろう。国家制度改革およびおそらくは元老院の管轄事
項も法律の対象にするという思考が一部研究者に認められるとだけ、確認
しておこう。
(５) 原田、前掲書、227頁以下参照。
(６) ?個別状況に結びつけられた法律」および「規範を生み出す法律」という範疇
については、さしあたり、原田、前稿、「おわりに」を参照。
前241年から前219年までのローマの法律（原田) 731
以上をまとめれば、当該時期の法律は国家制度を対象とする法律の出来
という点に大きな特徴を持つが、それ以外の点では共和政初期以来の状況
をほぼ引き継ぐものであった。
最後に「はじめに」で紹介した Botsfordの見解について、本稿で扱っ
た時期のみに関し評価を下したい。当該時期に Botsfordの見解は成り立
たない。フラーミニウスが反元老院的・民衆派的立場にあった、この前提
に筆者が批判的なことはすでに述べた。けれども、その前提を認めたとし
ても、彼の見解は成り立たない。232年以降の事例は、Ⅲの範疇のものも
含めて、４例に過ぎない。それまでの時期と比べて立法活動が盛んに行わ
れたわけではない。そして、それらのほとんどは民衆の権利擁護・権利獲
得を目的としたものでもない。Ⅲ-１は開戦決定であるから、この点は自
明であろう。Ⅲ-２は、フラーミニウスの個人的特権を定めるもので、民
衆の利益を実現するものではない。Ⅱ-４も、それが奢侈抑制を定めたと
想定すれば、この法律によって直接の影響を受けるのは元老院階層であろ
うから、その限りで反元老院的立法といいうるかもしれない。けれども、
それは一般大衆の利益に直接関わるものではない。要するに、フラーミニ
ウスが元老院への攻撃手段として立法を用いていると想定できても、民衆
の権利擁護・権利獲得が目指されているとは読みとれないのである。
Botsfordの見解はハンニバル戦争期の法律を検討した上で最終的判断
を下さねばならない。そして、ハンニバル戦争期には直接国家制度とりわ
け公職のあり方を律する法律が制定されていった。次稿において、このロ
ーマにとって未曾有の危機の時期に法律がどのように変容したか、検討し
ていきたい。
早法87巻３号（2012）732
